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* 内閣府政策統括官（防災担当）付

1. はじめに

我が国は世界有数の火山国であり，有史以来，数

多くの火山災害に見舞われてきた．最近でも，平成

2 ～ 7 年の雲仙普賢岳や，平成 12 年の有珠山や三宅

島のように，大きな被害をもたらした火山災害が発

生している．また，近年でも平成 23 年に霧島山（新

燃岳）が約 300 年ぶりに本格的な火山活動を再開し

たところである．

国はこれらの火山災害に対して，火山活動が活発

な地域を，活動火山対策特別措置法に基づく避難施

設緊急整備地域に指定し，当該地域における地方公

共団体の事業（道路又は港湾の整備や，退避壕等の

避難施設の整備等）を支援してきた．また，平常時

における取組として，平成 4 年に，当時の国土庁防

災局が「火山噴火災害危険区域予測図作成指針」を作

成し，これに基づき，各火山において火山ハザード

マップの作成が進められた．

中央省庁再編後は，防災等の国民の安全確保に関

わる重要課題等について企画立案・総合調整を図る

機関として内閣府が設置され，火山災害対策の業務

を引き継いだ．内閣府は，平成 12 年の富士山直下

での低周波地震の多発を受けて，関係する地方公共

団体や国の機関と連携して富士山火山防災協議会を

設置し，富士山の火山ハザードマップを作成したほ

か，中央防災会議において，富士山の噴火時に国と

地方公共団体がとるべき基本方針等を策定した．

このように，内閣府は我が国の火山災害対策の方

針を策定するとともに，策定した方針に基づき関係

省庁と連携しつつ，火山災害対策を充実・強化する

ための施策に取り組んでいる．

2. 各火山における火山防災体制の構築

火山災害対策で大切なことは，噴火に伴う火山現

象（大きな噴石，火砕流，融雪型火山泥流等）の影響

が及ぶおそれのある区域に対して，事前に入山規制

や避難等を実施することであり，そのためには，住

民等を対象とした適切な噴火警報等の発表と，迅速

かつ円滑な避難を可能とする体制の構築が必要であ

る．

内閣府等は，各火山において，噴火時における効

果的な避難体制を構築するのに必要な事項を検討す

るため，平成 18 ～ 19 年度に「火山情報等に対応し

た火山防災対策検討会」を開催した．現在，同検討

会により取りまとめられた「噴火時等の避難に係る

火山防災体制の指針」（以下「指針」という）に基づき，

内閣府をはじめ関係省庁が連携して取組を進めてい

る．

以下に，その取組内容を紹介する（図 1）．
2.1　火山防災協議会の設置とコアグループの形成

火山は複数の市町村や都道府県の境界となる場合

が多いため，噴火時においては，関係する地方公共

団体が整合のとれた避難対応をとり，住民等の避難

に支障を来さないようにする必要がある．そのため

にも，関係する地方公共団体や関係機関が，平常時

から情報を共有し，避難対応について共同で検討す

る体制として，火山防災協議会を設置する必要があ

る．また，このような複数の市町村にまたがる体制

の構築にあたっては，都道府県が関係機関と連携し，

火山防災協議会を設置するなど体制を整備するよう

努める必要がある．

さらに，火山防災協議会において効率的に避難対

応の検討を進める上で，特に避難開始時期や避難対

象地域の設定に深く関与する都道府県，市町村，気

象台，砂防部局，火山専門家等で構成されるコアグ

ループの役割が重要である．

2.2　噴火シナリオと火山ハザードマップ，噴火警戒

レベル

噴火時における避難対応の検討に当たり，コアグ

ループが中心となって複数の噴火シナリオを作成す

るとともに，噴火の影響が及ぶおそれのある区域を
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示した火山ハザードマップを作成する必要がある．

また，噴火の規模に応じた段階的な避難を実施する

ためには，噴火の規模に応じて作成された複数の火

山ハザードマップが必要である．

火山ハザードマップは，噴火に伴う火山現象（大

きな噴石，火砕流，融雪型火山泥流等）に応じて，

火山現象が到達するおそれのある危険な区域を地図

上に示したものであり，火山災害対策の基本となる

ものである．

噴火シナリオと火山ハザードマップを作成するこ

とで，火山防災協議会の関係機関の間で，火山活動

の各フェーズにおいて予想される災害の及ぶ区域の

イメージを共有するとともに，それに対して必要な

防災対応（道路・登山道規制，避難準備情報の発表，

避難指示・避難勧告の発令等）の開始時期について

の基準を決定することができる．こうして火山防災

協議会において合意された防災対応の基準に基づ

き，防災対応のトリガー情報となる噴火警戒レベル

が設定される．

噴火警戒レベルが設定された火山においては，噴

火警戒レベルの引き上げに応じて，関係機関が迅速

かつ円滑な防災対応をとることができ，火山災害の

軽減につながることが期待される．

2.3　具体的で実践的な避難計画の策定

噴火警戒レベルが運用されている火山では，噴火

警戒レベル 4，5 における「警戒が必要な範囲」を避

難対象地域として，当該地域内に居住する住民等を

対象とした具体的で実践的な避難計画（いつ・どこ

から誰が・どこへ・どのように避難するか）を策定

する．

具体的で実践的な避難計画を策定するためには，

避難対象地域における住民等（災害時要援護者を含

む）を把握した上で，噴火時に想定される様々な現

象（火山活動に伴う地震や，車を使った避難が招く

交通渋滞等）も考慮しつつ，避難手段や避難経路に

ついて，避難に要する時間も考慮しながら，迅速な

避難が可能となるよう定めておく必要がある．

さらに，住民に避難の必要性を周知するため，策

定した避難計画の内容を踏まえ，火山ハザードマッ

プに防災上必要な情報（噴火警報等の解説，避難所

 
 
 

 
 

 

図 1 各火山において構築すべき火山防災体制
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や避難経路，避難の方法，住民への情報伝達の方法

等）を記載した火山防災マップの作成や，避難計画

に基づく防災訓練の実施，また，それを踏まえた避

難計画の再検証も必要である．

2.4　火山防災エキスパート制度

火山災害は，他の自然災害と比較しても低頻度の

災害であり，実際に火山災害を経験した地方公共団

体は少なく，我が国全体としても，噴火時の防災対

応に当たった実務者はごく限られている．そこで，

内閣府は，平成 21 年 7 月から火山防災エキスパー

ト制度を発足させ，近年，火山災害に見舞われた地

域において，地方公共団体等で実際に火山防災対応

の主導的な役割を担った実務者等を火山防災エキス

パートとして，各火山地域の火山災害対策の立案等

の支援に当たっている．

3. 火山防災体制の構築に係る支援

しかしながら，内閣府による調査の結果，指針に

基づく火山災害対策の取組は思うように進まず，地

方公共団体や火山防災協議会は，国や関係機関に対

して様々な支援（マニュアルや助言等）を必要として

いる実態が明らかになった．平成 25 年 1 月時点に

おける各火山の火山災害対策の取組状況を表１に示

す．

このため，内閣府は，平成 23 年 12 月の防災基本

計画の修正において，火山防災協議会の設置の必要

性を明確に示すとともに，各火山における火山災害

対策をさらに推進するため，平成 23 年 1 月から平

成 24 年 3 月にかけて「火山防災対策の推進に係る検

討会」を設置し，避難計画策定の推進，火山ハザー

ドマップ作成の推進，火山防災協議会の設置推進と

運営の活性化のための国としての支援策を検討し

た．

47  

表 1 47 火山における火山災害対策の取組状況



防災科学技術研究所研究資料　第 380 号　2013 年 7 月

－6－

3.1　噴火時等の具体的で実践的な避難計画策定の手引

平成 23 年 1 月の霧島山（新燃岳）の噴火を受けて，

関係省庁から構成される政府支援チームが派遣さ

れ，火山噴火や土砂災害に対する避難計画策定のた

めのガイドラインが作成された（後述）．

本検討会では，このガイドラインをもとに，火山

防災協議会における避難計画策定時の課題や留意点

を分析・整理し，桜島や新燃岳等で既に作成されて

いる避難計画も参考にしながら，全国の火山におい

て避難計画策定のマニュアルとなる「噴火時等の具

体的で実践的な避難計画策定の手引（内陸型火山編・

島嶼型火山編）」（以下「手引」という）を作成した．

平成 24 年度から，内閣府は関係省庁の協力を得

ながら，本手引に基づき地方公共団体の避難計画策

定を支援しているところである．

3.2　火山防災マップ作成指針

火山ハザードマップの作成については，これまで，

平成 4 年に火山防災対策検討会（事務局：国土庁防

災局）が作成した「火山噴火災害危険区域予測図作成

指針」をもとに，全国の火山で火山ハザードマップ

の作成が進められてきたところであるが，未だに未

作成のままとなっている火山の火山ハザードマップ

の作成を進めるために，作成から 20 年が経過して

いる同作成指針を，火山防災や火山学に係る新たな

知見を踏まえて改訂することとした．

また，既存の火山ハザードマップが避難計画の作

成に有効な物か検証するとともに，実際の避難の場

面で活用できる火山防災マップの作成を促進するた

め，平成 24 年度に「火山防災マップ作成指針」の作

成作業を行っている．

3.3　火山防災協議会等連絡・連携会議

火山防災協議会は，各火山において避難対応等を

検討するための基礎となるものであるが，その設置

は進んでおらず，また，火山防災協議会が設置され

ていても，開催頻度が低い，コアグループが形成さ

れていない，火山専門家が参画していない等の理由

で，避難対応に係る検討が進んでいないものも存在

する．

そこで，平成 24 年度から，各火山の火山防災協議

会や火山地域の地方公共団体等が参加し，それぞれ

が抱える課題や意見，情報の交換を踏まえて火山防

災協議会の設置の促進と運営の活性化を図るため，

「火山防災協議会等連絡・連携会議」を開催している．

4. 噴火時における支援

4.1　非常災害対策本部の設置

大規模な火山災害の発生時には，政府は災害対策

基本法に基づき，国務大臣を本部長とする非常災害

対策本部を設置する．また，現地との連絡調整や，

現地の災害応急体制の迅速な確立のために必要な場

合，現地に非常災害現地対策本部を設置して対策に

当たる．なお，著しく異常かつ激甚な火山災害の発

生時には，非常災害対策本部に代わり内閣総理大臣

を本部長とする緊急災害対策本部を設置する．この

 緊急災害対策本部においても，必要に応じて現地に

緊急災害現地対策本部を設置して対策に当たる．さ

らに，非常災害対策本部を設置する程度の災害に至

らないまでも，国の現地組織（現地連絡対策室等）を

設けて地元関係機関と連携して対応を図る場合があ

る．

近年の事例では，平成 12 年の有珠山噴火時にお

いて，噴火の直前に発表された気象庁の情報を受け

て有珠山現地連絡調整会議が設置され，その後の噴

火発生を受けて非常災害対策本部と非常災害現地対

策本部が設置されている．

4.2　活動火山対策特別措置法に基づく支援

噴火時においては，避難施設等の緊急的な整備の

ほか，降灰除去や降灰防除，防災営農施設の整備等

に係る事業について，活動火山対策特別措置法に基

づく支援が行われる．

活動火山対策特別措置法に基づき避難施設緊急整

備地域として指定した地域においては，住民等の速

やかな避難のために必要な施設の整備（道路又は港

湾，広場，退避壕等の整備，学校，公民館等の不燃

堅牢化）に係る費用について支援を受けることがで

きる．

また，同法に基づき降灰防除地域として指定した

市町村においては，当該市町村内の教育施設，社会

福祉施設の降灰防除に係る施設の整備について補助

を受けることができる．

平成 23 年霧島山（新燃岳）噴火時においても，避

難施設緊急整備地域及び降灰防除地域の指定を行

い，これに基づき各種の事業が実施されたところで

ある．

4.3　2011 年霧島山（新燃岳）噴火時の対応事例

平成 23 年 1 月に本格的な火山活動が発生した霧

島山の新燃岳では，既に火山ハザードマップが作成
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され，噴火警戒レベルも導入されていたが，具体的

で実践的な避難計画は未策定のままとなっており，

新燃岳での爆発的噴火の継続を受けて，噴火警戒レ

ベルが 3（火口から 3 km 以内の入山規制）であるに

も拘らず，宮崎県高原町で火口から約 8 ～ 12 km 離

れた地域（513 世帯 1,158 人）に避難勧告が発令され

るなど，気象台と市町村の防災対応に齟齬が生じた．

このような状況を踏まえ，政府は，関係省庁で構

成する「霧島山（新燃岳）噴火に関する政府支援チー

ム」を現地に派遣し，地元の国の機関と地方公共団

体，火山専門家等が一体となって住民避難について

共同で検討する体制として火山防災協議会（霧島火

山防災連絡会コアメンバー会議，事務局は宮崎・鹿

児島両県）を再構築した．さらに，「霧島山（新燃岳）

の噴火活動が活発化した場合の避難計画策定のガイ

ドライン」等をとりまとめ，これらのガイドライン

をもとに，火山防災協議会での共同検討を通じて，

宮崎県高原町や鹿児島県霧島市では火砕流や噴石に

関する避難計画が，宮崎県都城市では降灰による土

砂災害に関する避難計画が，それぞれ策定された．

また，火山防災エキスパートを現地に派遣し，宮

崎県高原町と都城市で，降灰後の降雨に伴う土石流

等の土砂災害に関する知識の普及・啓発を目的とし

た住民説明会を実施した．

5. 今後の展開

内閣府では，引き続き，各火山における火山防災

体制の構築に向けた取組を支援するところである．

一方で，前述の「火山防災対策の推進に係る検討会」

における検討の中で，火山防災協議会の枠組みだけ

では対応できない程の大規模な火山災害（長期的，

広域的に社会に大きな影響を与える火山災害）が発

生した場合の課題も整理されたところである．これ

を受けて，内閣府等は平成 24 年度から「広域的な火

山防災対策に係る検討会」を設置し，具体的な対応

策の検討を行っているところである．


